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委員会報告第 ９ 号 

 

民 生 文 教 常 任 委 員 会 報 告 書 

 

令和８年３月６日第１回定例会における議決に基づき、当委員会に付託された事件

について審査した結果を下記のとおり報告する。 

 

 

令和 ８ 年 ４ 月２８日 

 

 

七飯町議会議長  木 下   敏  様 

 

 

民生文教常任委員会 

委 員 長  平 松 俊 一 

 

記 

 

１．事件名 

請願第１号 再生可能エネルギー発電設備の設置に関するガイドラインの実効

性強化を求める請願書 

 

２．審査の経過 

令和８年３月６日、２５日、４月１４日、２８日の４日間、委員会を開催し、環

境生活課長の出席を求め審査を行った。 

 

３．決定及び理由 

（１）決  定 

 採択すべきもの
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（２）理  由 

本請願書は、令和８年２月に七飯町字上藤城において太陽光発電施設の設置

計画が進められ住民説明会が開催された事案において、請願者が現行の「七飯

町再生可能エネルギー発電設備の設置に関するガイドライン」に限界を感じた

ところであり、同時期に函館市においてパブリックコメントが実施された「函

館市再生可能エネルギー発電施設の設置および管理に関するガイドライン」と

比較し、七飯町においても再生可能エネルギーの導入促進と住民生活の安全安

心の確保を両立させるため、現行ガイドラインの見直し又は条例の制定により

以下の措置を講じることを求めたものである。 

 

  １．事業計画届出制度の創設 

再生可能エネルギー発電設備の設置事業（ＦＩＴ／ＦＩＰ認定の有無を問

わず、一定規模以上の全ての事業を対象とする）について、工事着手前の一

定期日までに、事業計画（事業者名、発電事業者名、事業区域、発電出力、

配置図・排水計画図、撤去費用の確保方法、近隣住民等への説明の実施状況

等を含む）を町に届け出る制度を創設すること。 

 

  ２．住民説明の実質化 

    事業者に対し近隣住民等への事前説明を義務づけるとともに、説明会の実

施内容（説明資料、議事録、住民からの意見・要望およびこれに対する事業

者の回答）を町に提出させる仕組みを整備すること。また、事業計画の重要

な変更（区域の拡大、発電出力の増加、排水計画の変更等）がある場合には、

改めて近隣住民等への説明を行わせること。 

 

  ３．撤去費用確保の実効性の担保 

    事業者に対し、発電設備の撤去および処分に要する費用の確保方式（積立

方式、積立額、保全措置等）を事業計画届出時に明示させるとともに、外部

積立その他の倒産隔離措置を講じるよう指導する枠組みを整備すること。 

 

  ４．立地回避基準の明確化 

    現行ガイドライン別表における「住宅等周辺１００ｍ未満の区域」につい

て、現行の「立地に慎重な検討を要するエリア」から「立地を避けるべきエ
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リア」への格上げを検討すること。少なくとも、当該エリアにおいて事業を

実施しようとする場合には、近隣住民の同意を得ることを要件とするなど、

実効性のある措置を講じること。 

 

  ５．ガイドラインの条例化の検討 

    上記各項目の実効性を確保するため、現行のガイドライン（行政指導）に

とどまらず、届出義務、説明義務および撤去費用の確保に関する事項につい

て、条例による制度化を検討すること。 

 

委員会において、函館市が令和８年４月１日から施行している「函館市再生

可能エネルギー発電施設の設置および管理に関するガイドライン」と「七飯町

再生可能エネルギー発電設備の設置に関するガイドライン」の内容を対比し、

環境生活課長より説明を聴取したところ、各地で起きている問題を未然に防ぐ

ためにも、環境に対する配慮と地域との共生を図るため、当町のガイドライン

を見直す予定であることが確認できた。 

また、条例制定については、他自治体の状況を参考に検討していきたいと答

弁があった。 

民間企業等における再生可能エネルギー発電事業の実施にあたっては、自然

環境や生活環境との調和を図るとともに、地域住民との合意形成が重要である

と考えることから、再生可能エネルギーの導入に伴う環境や社会的な課題を未

然に防ぎ、地域との共生を実現していくための指針となるよう、ガイドライン

の見直しや条例制定の検討を委員会として早急に求めるものである。 

 

以上のことを留意のうえ採決の結果、出席委員の全員一致で採択すべきもの

と決定した。 

 


